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概　要
AAAS 科学技術政策年次フォーラム（2009）報告
　2009 年 4 月 30 日から 5 月1 日にかけて、全米科学振興協会（AAAS）の年次フォーラムが、
米国首都ワシントン DC で開催された。本フォーラムは、主に米国を中心とする科学・工学・高
等教育機関等のコミュニティが最新の政策課題や科学技術に関する国家予算等の概要を知り、
科学技術関係者間の議論の活性化や問題提起を行うことを目的に毎年開催されている。今回で
34 回目を迎えたが、開催史上初めて 600 名を超える参加があり、オバマ政権の科学技術政策
に対する高い関心が窺われた。
　今回のフォーラムでは「世界的経済不況下における科学技術の役割」、「米国 GDP の 3％以
上に当たる科学技術への巨額の増資とその適切な使い道」、「科学と既存メディアの現状と未来」
などの内容について議論が交わされた。初日に次年度研究開発予算とその政治的背景の分析
が行われ、2 日目に科学技術が現在の世界経済下でどのような役割を果たすべきかというマク
ロな問題がディスカッションされた。
　基調講演者は、オバマ政権下で科学技術担当大統領補佐官という要職にあり、同時に大統
領府科学技術政策局長も務めているJohn P. Holdren 氏である。彼は AAAS の前理事会議長
であった。今回はオバマ政権になって初めてのフォーラムであることから、大統領の科学技術
政策に大きな影響力を持っている同氏の講演には特に注目が集まった。講演では、オバマ大
統領が科学技術の発展を、経済危機を克服するための大きな柱の一つと考えており、大いにリー
ダーシップを発揮していることが強調された。大統領の示す科学イノベーション計画では、米
国の研究開発投資を GDP 比 2.66% から 3% 以上に増加させる方針が出されており、これは
1964 年の宇宙開発競争時代の GDP 比 2.9% を凌ぐ規模である。各科学技術関連省庁への予
算も増額されている。この計画のなかでは、特に基礎科学と応用研究の両方の強化、クリ ンー
エネルギーを活用した経済の実現に向けたイノベーション、ヘルスケア制度の改善、数学・科学
教育の強化などに対して重点的に予算配分を行う方針も示されている。
　本フォーラムでは、その他に、「世界経済の課題と科学技術の役割」「科学ジャーナリズムの
未来」などのテーマでパネルディスカッションが行われた。また、世界的な気候変動問題がもた
らす現在の化石燃料の使用により深刻化すると予想される「人の健康状態への影響」に関する
パネルが開催された。このパネル以外でも気候変動問題に関する発言は多くの講演に見られ、
米国においては、これまでの環境政策の方向性を180 度転換し、環境問題へ積極的に取り組
む姿勢も随所に窺われた。
米国の 2009 年度予算分配表（景気刺激策含む）
出典：Albert H.Teich 氏講演スライド
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1  はじめに
科学技術動向研究
AAAS 科学技術政策
年次フォーラム（2009）報告
平野　章生
総括ユニット
　オバマ政権の 101 日目となる
2009 年 4 月 30 日から 5 月 1 日に
かけて、全米科学振興協会※ 1）（The 
American Association for the 
Advancement of Science：AAAS）
の年次フォーラム 1）が米国首都ワ
シントン DC で開催された。本フォ
ーラムは、主に米国を中心とする
科学、工学、高等教育機関等のコ
ミュニティが政策課題や科学技術
に関する国家予算等の概要を知り、
科学技術関係者間の議論や問題提
起を行うことを目的に毎年開催さ
れており、世界の主流とも言える
米国の科学技術政策の重点課題を
把握するために有用な場である。
参加者は、世界中の科学技術と政
策に関心を持つ科学者、同協会関
係者、政策立案者、学生等であり、
今年で 34 回目を迎えたが史上初め
て 600 名を超える参加があり、オ
バマ政権の科学技術政策に対する
高い関心が窺われた。
　本年度のフォーラムでは「世界的
経済不況下における科学技術の役
割」「米国 GDP の 3％以上に当た
る科学技術への巨額の増資とその
適切な使い道」「科学と既存メディ
アの現状と未来」などの内容につい
て議論が交わされた。初日に基調
講演、次年度研究開発予算注 1）とそ
の政治的背景の分析が行われ、 
2 日目に科学技術が現在の世界経
済下でどのような役割を果たすべ
きかというマクロな問題がディス
カッションされた。その他のテー
マとしては、現在深刻な問題となっ
ている地球温暖化がもたらす脅威
とその対応等が、環境問題も含め
て今後の科学技術の在り方を探る
ために熱心に討論された。
　以下は、2009 年と過去 3 回の本
フォーラムにおけるテーマである。
出典：AAAS科学技術政策年次フォーラムウェブサイト1）の各年プログラムより抜粋
（過去の会合概要については、参考文献2～ 4）を参照）
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図表 1　セッションテーマ（2006 ～ 2009 年）
※1　AAAS：1848 年に創立され、科学者間の交流と協力を促進し、同時に政府の政策立案者間との情報交換の場
を提供する等を目的とする非営利団体である。科学者・技術者・科学教育者・政策決定者など総計 14 万人以上の会
員を擁する会員制団体であり、Science 誌の発行元としても知られている。
■用語説明■
注1：例年、フォーラム前に公表される 2010 年度（2009 年 10 月～ 2010 年 9 月）の予算案の公表が遅れた。
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2  基調講演
　AAAS 会長 Peter Agre 氏から、
基調講演者の John P. Holdren 氏に
ついて以下のような紹介があり、
大きな拍手で迎えられた。
　J.Holdren 氏は 2006 年 2 月から
2007 年 2 月まで AAAS 会長とし
て活躍され、翌年からは AAAS 理
事会議長として米国科学技術分野
において中心的な役割を担ってき
た人物である。現在はオバマ政権
下で科学技術担当大統領補佐官の
役職に就いており、同時に大統領
府科学技術政策局 5）（OSTP）局長
でもある。科学技術補佐官とは、
様々な政府関連機関と協力しつつ
科学技術政策に関連する分析を行
い、最終的に提言を纏め上げ、明
確に独立した立場から大統領と副
大統領に客観的なアドバイスを与
えることが主な役割である。
　オバマ政権の科学技術政策にお
いて重要な役割を果たしているの
が、科学技術の専門家である J.
Holdren OSTP 局長と上院により
承認された 4 人の局長補佐（科学、
技術 CTO、環境、国家安全・国際
情勢）であり、彼らによって重要な
研究テーマが選択のうえ決定され
ている（補足 1）。
2─1
講演の概要
　このフォーラムに先立つ 4 月 27
日開催の全米科学アカデミーで、
オバマ大統領は科学イノベーショ
ン計画の一環として、研究開発へ
の投資を現在の GDP 比 2.66% から
3% 以上に増加させると誓約した。
これは 1964 年の宇宙開発競争時代
の GDP 比 2.9% を凌ぐものである。
科学技術分野への投資額の大きさ
もさることながら、米国は政策的
観点から選択と集中により重点分
野を設け、効果的に科学技術の発
展を図っている。オバマ政権は、
特に基礎科学・応用研究の強化、
クリーンエネルギーを活用した経
済の実現に向けたイノベーション、
ヘルスケア制度の改善、科学の正
しい位置付け、数学・科学教育の
強化に対して重点的に予算配分を
行う方向性を持っており、国立衛
生研究所（NIH）、エネルギー省
（DOE）、国立科学財団（NSF）、海
洋大気局（NOAA）、航空宇宙局
（NASA）、国防総省（DOD）のすべ
ての機関へ予算の増加が行われて
いる。
気候変動問題における方針転換
　基調講演の主題の一つは世界を
取り巻く気候変動問題であり、こ
の問題に「米国は世界の統率者た
りえても、遅れを取ることは許さ
れない」と J.Holdren 氏は述べた。
米国の気候科学者たちは 2009 年
12 月にコペンハーゲンで開催され
る第 15 回気候変動枠組み条約締
約国会議（COP15）6）に向けて十分
な準備をしており、米国が事前に
気候変動とエネルギーに関する国
内政策を承認することで、当会議
における米国の発言力を強めるこ
とができる。「エネルギーなくし
て経済は成り立たない、気候なく
して環境は成り立たない、そして
経済と環境なくして健康な社会は
成り立たない」と環境問題に対す
る取り組みの重要性が繰り返し述
べられた。
エネルギーへの積極投資
　「米国では原油の 85% を海外に
依存しており、この状況を一夜に
して変化させることは不可能であ
る。現時点で我々にできることは
現在使用している既存オプション
を改善することから始めなければ
ならない。」オバマ政権下での科学
技術の焦点は、ビル（エネルギー高
効率ビルディングシステム）や車の
製造、プロセスの開発、その他の
エネルギー効率の最適化、研究開
発のスピードと再生可能エネル
ギー技術であり、代替エネルギー
への転換は期待していたよりいく
らか遅いものとなるが、結果とし
ては非常に大きなレベルに成長す
るだろう。そのためには、安全な
次世代原子力技術などの従来のエ
ネルギー源に対して注意を払わな
ければならない。
　また、地球気候変動問題への対
応としてクリーンエネルギー戦略
を推進するために、そして経済危
機を克服するためにエネルギー分
野だけで 10 年間に 1500 億ドル（約
15 兆円）を投入してグリーン内需
を拡大し、500 万人の雇用を生み
出す。
 
基礎科学の強化―子どもたちの基
礎教育の重視、改善
　オバマ大統領は、「米国の子ども
たちの基礎教育（科学、技術、エン
ジニアリング、数学）段階において、
世界のトップレベルを取り戻す」と
いうSTEM基礎教育プログラム※2）
を拡大するとし、今後 5 年間で基
礎教育の改善に 15 億ドルの投資を
する注 2）。
　しかし、上記のようなオバマ大
統領の科学技術に対する意欲的な
姿勢（国費の投入）は現在の経済状
況を考慮すれば困難であることは
疑いなく、そのためには政権と議
会との綿密な協力が不可欠である
と述べた。
AAAS科学技術政策年次フォーラム（2009）報告
21Science & Technology Trends   July  2009
3  2010 年度連邦政府予算に関する講演注 3）
　Bart Gordon 下院議員（米国下
院科学技術委員会委員長）は、オ
バマ政権下での科学技術の予算増
加の恩恵にあずかる国内の科学者
に警鐘を鳴らし、国が高等研究機
関に巨額の予算を割り当てる一方
で、経済状況の逼迫した地元の小
学校が通学バスの運行を予算の関
係から中断せざるを得ず、地元住
民の陳情を受けた事例を紹介した。
研究開発などに予算を割くのは国
民の未来のためにも大変有意義な
ことではあるが、限られた予算の
中から資金を得るため、国内の科
学者や技術者は広報活動を強化し、
自分たちの仕事の内容を市民一般
に伝えるとともに、国民生活の現
状に対してもっと注意を向ける必
要があると述べた。また、先端研
究プロジェクト庁―エネルギー
（Advanced Research Projects Agen-
cy─Energy：ARPA─E）9）、※ 3）につ
いても言及し、新しいエネルギー
技術を開発するために国の何人か
の最高研究者を大いに勇気づける
ものであると説明した。ARPA─E
はエネルギーの輸入削減、エネル
ギーの効率化、温暖化ガス等の排
出削減を目標としており、予算面
では 2009 年包括歳出予算法 10）に
おいて 1500 万ドルが措置され、米
国再生・再投資法において 40 億ド
ルが配分されることになる注 4）。
　Stanley Collender 氏（Qorvis 
Communications社ワシントンオフィ
ス常務）は、科学技術への財政上や
政治上の支援が確実なものではな
いという見解を示した。オバマ政
権下における科学技術予算の増加、
大統領のイニシアチブ、STEM 基
礎教育プログラムへの投資は必ず
しも長く続かない可能性があると
警告した。また、S.Collander 氏は、
今回の財政刺激プランが現在の経
済不況に対して有効であるなら、
それは議会や大統領に対する空前
の赤字支出削減へのプレッシャー
になり、抑圧された経済状態は科
学技術の良い傾向に対して反動を
引き起こすかもしれない注 5）との見
解を述べた。オバマ大統領が 「2013
年までに財政赤字を 5000 億ドルま
で削減する」と公約をしているた
め、昨今の経済情勢や財政赤字の
下、現実としてどこまで予算増が
継続されるか、今後の動向が注目
されると述べた。科学と工学のリー
ダーたちは、今回の科学技術分野
への追い風を一時的なものとしな
いために、科学技術の真の価値を
一般国民に伝え、より良い結びつ
きを築き上げるため努力をするべ
きであると促した。
　Albert H.Teich 氏（AAAS の科学
政策プログラムディレクター）は、
2009 年の予算と景気刺激対策は主
要な科学問題に関する新しい責任
と資金注入を米国内科学界にもた
らしたと述べた。エネルギー、気候、
自然科学、生物医学研究などの分
野の 2009 年予算編成において、景
気刺激法による景気刺激対策資金
を含む総研究開発予算は 1720 億ド
ルであり、これは 2008 年の支出に
対して大幅な増加である。この予
算増加分の多くが今回は、近年研
究開発の目的を支配しつつある国
防分野外の研究に充当された。エ
ネルギー省（DOE）の予算を含んで
いない段階でさえ、エネルギー調
査のための予算は 21% 増加し、エ
ネルギー省全体に対する資金は約
15% 増加した。今回の景気刺激対
策資金を含めば、国立科学財団
注2：オバマ大統領は教育改革を重要政策課題としており、その意味において研究開発予算と言うよりも、研究開発・
教育予算と呼ぶほうがふさわしいように思われる。
注3：例年、フォーラム前に公表される次年度の予算案 8）の公表が遅れたために、本フォーラムの各講演では予算
額に関する具体的な言及はなかった（具体的な数字等に関しては文末の補足 2 を参照されたい）。
注 4：2010 年度予算案では 1 億ドルが、他のエネルギー省予算と区別されたエネルギー変容加速基金（Energy 
Transformation Acceleration Fund）を通して配分される。
注5：財政刺激策プランにより景気が回復すれば、財政赤字削減を理由として、科学技術に対する予算の大幅な増
加が減少に転ずることを示唆している。
※ 2　STEM 基礎教育プログラム：オバマ政権下で推進されている科学教育プログラムであり、Science, 
Technology, Engineering and Mathematics（STEM）の科学技術と密接に関連のある 4 科目（科学、技術、エンジニア
リング、数学）の履修内容改善などに重点的に取り組む政策である 7）。
※3　ARPA─E：代替エネルギー開発へのサポートを充実させ、米国の経済自立、エネルギーセキュリティの強化を
目的として設立され、エネルギー技術開発において長期間にわたる高いリスクの技術的障壁を克服することを目指すも
のである。
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（NSF）、エネルギー省（DOE）科学
室、および国立標準技術研究所
（NIST）は今後の 7 ～ 10 年間で予
算が倍増するペースである。同氏
は、GDP 比 3％以上を研究開発の
ための支出に割り当てるというオ
バマ大統領の取り組みは、国内企
業の革新的な活動も後押しすると
強調した。
　図表 2 は 2009 年度の景気刺激策
を反映させた予算分配状況である。
図表 2　米国の 2009 年度予算分配表（景気刺激策含む）
出典：Albert H.Teich 氏講演スライド
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DOT
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DOE energy +21%
 FY 2009 R&D Appropriations (as of 2/09 excl. stimulus)
Percent Change from FY 2008 (as of FEBRUARY '09)
Source: AAAS estimates of R&D in the FY 2009 omnibus / continuing resolution.
Excludes supplemental (stimulus) appropriations in ARRA (P.L. 111-5).
DOD "S&T" = DOD R&D in "6.1" through "6.3" categories plus medical research. 
FEB. '09 REVISED © 2009  AAAS
DOE：エネルギー省、DOT：運輸省、DHS：国土安全保障省、NOAA：海洋大気局、
NIST：国立標準技術研究所、VA：退役軍人省、NSF：国立科学財団、DOD：国防総省、
USGS：米国地質調査所、NASA：航空宇宙局、USDA：農務省、NIH：国立衛生研究所、
EPA：環境保護庁
4  その他の講演およびパネルディスカッション
4─1
世界経済の課題と
科学技術の役割
　AAAS 国際部門チーフである
Vaughan Turekian 氏の司会のも
とに、世界各国から集まった科学
技術政策に造詣の深い知識人が「国
際的不況下における科学技術の役
割」について語り合った。Cathleen 
A.Campbell 氏（米国市民研究開発
財団代表）は世界各国の政府はこの
経済的不況に対して積極的に研究
開発への支援を増やしていると述
べ、Alfred Watkins 氏（ 世 界 銀 行
科学技術プログラムコーディネー
ター）は発展途上国も科学の重要性
については認識しているが、問題
は発展途上国の科学者が国の政策
者に訴えかける機会がほとんど無
く、これに対する先進国の助けを
必要としていると述べた。このよ
うな状況に対して、C.Campbell 氏
は同氏の所属機関である米国市民
研究開発財団が発展途上国の科学
者に向けて正しい科学的な知識を
伝え、A.Watkins 氏は世界銀行が
発展途上国に対して科学のインフ
ラ整備のための援助を行っている
ことを紹介した。James Wilsdon
氏（英国王立協会の科学政策セン
ターディレクター）は、科学技術が
人々の要求するスピードでは結果
を生み出すことができていないた
めに、発展途上国の多くの人々が
科学の必要性を身近に感じなく
なっていると述べた。我々科学者
は発展途上国の人々に、清潔な飲
み水の確保や食料安全保障の問題
に対して科学技術の果たすべき役
割を認識してもらうように働きか
けなければならないと語った。
　有本建男氏（（独）科学技術振興機
構社会技術研究開発センター長）
は、現在の世界的経済不況下にお
ける日本の科学技術関係者のとる
べき態度に関して下記のようなコ
メントを行った。世界では科学技
術を核とした企業が重要な役割を
担っており、経済不況は新しい経
済モデルを構築するチャンスであ
る。この経済不況に、日本はイノ
ベーションで対応し、低コストで
再生可能なエネルギーを中心とし
た社会の構築を、日本が持つ世界
最先端の科学技術で実現していか
なければならない。一方で、教育・
科学技術システムにおける様々な
交付金、基金、奨学金、および研
修制度なども、社会経済的な危機
とその後の世界に対応するために
再構築していかなければならない
と述べた。
4─2
科学ジャーナリズムの未来
　Eli Kintisch 氏（Science 誌レポー
ター）の司会により、「既存のメディ
アと科学技術の共存は可能か」との
問題について科学ジャーナリスト
が 語 り 合 っ た。Dan Vergano 氏
（USA Todayレポーター）とCristine 
Russell 氏（ハーバード大学科学国
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際関係 Belfer センターシニアフェ
ロー）は科学ジャーナリズムの未来
に関して、短期的な見通しをすれ
ば悲観的にならざるを得ないと
語った。市民がインターネットを
通じて最新の科学知識を簡単に収
集できるようになり、新聞などの
一般的な報道媒体はもはや唯一の
報道手段ではなくなった。以前に
比べて科学を専門に扱う記者が
減ってきており、インターネット
などを通じて豊富な科学的教養を
得ている現代の読者の要求に見合
う内容の記事を書くことが難しく
なってきていると述べた。Joann 
Rodgers 氏（ジョンホプキンス医療
機関メディア・パブリック部門
ディレクター）は、大学や他の高等
科学研究機関は従来の科学ジャー
ナリストたちとの関係のほかに、
自らのホームページやブログなど
を通して市民に直接情報を提供す
るようになってきていると述べた。
Chris Mooney 氏（サイエンスプロ
グレス誌寄稿編集者）はインター
ネット上の膨大な科学知識のス
トックは従来の科学ジャーナリズ
ムを壊滅に追いやるだろう、市民
は個々の持つ科学知識に対する観
念を補強するためにオンライン上
の科学知識を追い求めるだろうと
の見解を示した注 6）。
4─3
気候変動がもたらす世界的な
健康状態への影響
　現在の科学技術に関する 3 つの
パネル（研究開発に対する組織的な
投資、まだ見ぬ科学技術の統制、
気候活動がもたらす世界的な健康
への影響）が組まれた。
　その中の気候変動科学プログラ
ム（Climate Change Science Pro-
gram：CCSP）11）、※ 4）の一環として、
現在の化石燃料の使用により深刻
化する世界的な気候変動問題が及
ぼす健康状態に関するパネルは、
近年にないテーマであり、注目さ
れた。モデレーターの Sharon H．
Hrynkow 氏（国立衛生研究所アソ
シエイトディレクター）はパネルの
冒頭で、「科学者には気候変動に
よって引き起こされる、直接ある
いは間接的な影響を政策立案者に
報告する重要な役割がある」と述べ
た。
　Kirk R. Smith 氏（カリフォルニア
大学バークレー校国際環境衛生学
教授）は、発展途上国で使用される、
木や石炭などの伝統的な燃料が不
十分な燃焼により二次的有害ガス
を放出し、大気汚染を悪化させると
いうサイクルを形成しており、この
大気汚染の影響が発展途上国にお
ける肺炎、出生時の低体重、肺がん、
心臓病、盲目、160 万人もの若死に
対して免疫学上の強い関連がある
と指摘した。太陽および水力発電、
その他の非炭素燃料のようなク
リーンエネルギー源を発展途上地
域にもたらすことにより、その地域
に暮らす人々の健康を大いに改善
することができると述べた。
　Carlos Corvalán 氏（環境疫学者）
は、衛生問題と密接に関連する
88% の病気が地球規模の気候変動
により大きく増加しており、特に発
展途上国に住む 5 歳以下の子どもの
健康がもっとも大きく被害を受け
ていると述べた。毎年、栄養不良に
より 350 万人、下痢や脱水により
220 万人、マラリアにより 90 万人
の人々が亡くなっている。衛生状態
の悪さが引き起こす病気は、地域の
温度と降水量に非常に敏感である。
地球温暖化などの気候変動問題に
世界的な関心を向けることは、発展
途上国に住む人々の死亡率を減少
させることに繋がると述べた。
　Daniel Greenbaum 氏（健康効果
学会会長）は、オゾンが現在のス
モッグを構成する主な成分であり、
気候変動に関連する地表温度の上
昇がオゾンの生成を助長しており、
特に最近の研究成果として、地表
近くのオゾンが人体にもたらす悪
影響として気管の炎症や肺機能の
低下などがあることが判明したと
述べた。また、気候変動に関する
オゾンの研究成果による新しい知
見が、既存の気候変動問題をさら
に複雑にする要因であると述べた。
　Reid Detchon 氏（国連財団エネル
ギー・気候部エグゼクティブディ
レクター）は、2007 EPA MSAT 
rule（Mobile Source Air Toxics）12）
に基づき、ガソリンに含まれている
芳香族化合物を削減する重要性や、
バイオ燃料の導入について言及し
た。ガソリン中にはベンゼンなどの
発がん性物質が含まれており、環境
や健康への悪影響が大きい。プラグ
イン電気自動車の導入やバイオ燃
料の使用で温室効果ガスを現在よ
りも 1/3 削減できると予想される。
今後はガソリンをバイオ燃料に置
き換えることを積極的に進めるた
めに、大気モデルの研究や、PM2.5
（超微粒子）の健康影響などの研究が
特に重要だと語った。
注6：既存のジャーナリズムはグローバリズムと IT 革命という新しい環境に直面しており、そのあり方を再構築し
なければならない時期が来ていると言える。
※4　気候変動科学プログラム：米国の 13 の連邦機関が行う地球規模の環境変化に関する研究を統合し、気候変動
や環境システムの変化がもたらすリスクと機会に対応すべく、科学的知見を国民に提供することを目的として設立
された。対象プログラムは、統合的地球システム分析能力開発、1979 年以降の大気および海洋の状況に関する詳し
い統計の作成、全域にわたる水理予測・応用能力開発、高緯度システムにおける炭素サイクル研究の向上などである。
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4─4
今後推進すべき科学技術政策
　20 世紀後半にエネルギー安全保
障で重要な役割を果たし、アイゼン
ハワー大統領の科学顧問であった
Richard L. Garwin氏（IBM名誉フェ
ロー）が講演を行った。これまでの
米国の経済成長は、消費主義によっ
てもたらされた結果であり、金融機
関における 100 万ドルを超える給
料やボーナスなどの誘惑が公的機
関から民間企業への人材流出を引
き起こした。同氏は、米国の研究開
発の支出を現在の GDP 比 2.66% か
ら 3% 以上に引き上げるというオバ
マ大統領の公約に関して、この公約
は景気刺激を促すだろうと述べた。
また、代替エネルギーとして未来の
エネルギー技術開発に触れ、原子力
の技術開発だけではなく、利用可能
な他のエネルギーオプションも推
進すべきであると述べた。各国は、
現在地球規模で直面している問題
に対し、今までに無い新しいアプ
ローチにより革新的な対応をとら
なければならない。その課題解決の
ための回答を得るために、政策者は
これまでより効率的で洗練された
コンピューターモデリングによる
分析を駆使しなければならないと
述べた。
4─5
カナダのアクションプラン
　Gary Goodyear 氏（カナダ政府科
学技術担当国務大臣）は、カナダ国
内における経済不況対策として、短
期間で雇用創出を図ることを述べ
た。一方、科学技術の長期的成長を
促進するために、科学上の発見に対
して国を挙げて積極的な投資を行
うと語った。カナダ政府はこの世界
的な経済不況をむしろ優秀な人材
確保の好機と捉えている。同氏は、
世界中から選りすぐられた 166 人の
博士課程の学生に対して、年間 5 万
ドルの奨学金を向こう 3 年間授与す
る「ヴァニエ奨学金（Vanier Canada 
Graduate Scholarships）」13）を紹介
し、カナダ政府の科学技術に対する
これまでにない積極的な支援の姿
勢をフォーラムの場でアピールし
た。また、Peter Agre 氏（AAAS 会
長）との対談では、米国とカナダが
これまでの協力的な関係を維持し、
両国がこれからの科学技術の発展
に対して惜しみない支援をしてい
く姿勢を確認し合った。
　2009 年の本フォーラムの特徴
は、百年に一度とされる世界規模
での経済危機が大きな問題として
取り扱われたことである。「経済危
機に対して科学技術が果たすべき
役割は何か」との主催者からの問い
に対して、科学技術を経済刺激対
策の核とすべきという意見などが
活発に述べられた。5 月 7 日に発
表された 2010 年度連邦政府予算案
における研究開発投資額は 1476 億
ドルであり、前年度に比べ 5 億
5500 万ドル（0.4％）の増である。こ
の不況下においてもオバマ新政権
は意欲的な科学技術政策をとって
おり、これは取りも直さず、科学
者および技術者への期待と信頼の
表れと言える。
　科学者と技術者はその期待に応
えて活発な研究開発を行い、優れ
た成果を上げると共に、常日頃か
ら一般国民、つまり納税者に対し
て、自らの研究活動の真の意味と
価値について理解を得る努力をす
べきであり、説明責任を負ってい
ると言える。科学技術はより一層
高度で複雑になってきており、国
家による財政的な支援も必要とさ
れているが、もし科学技術が社会
の幸福のために役立っているとい
う成果を示すことができなければ、
科学技術予算の拡大は一時的なも
のになる可能性があると思われる。
　本フォーラムでは気候変動問題
や代替エネルギー問題も優先的に
取り組むべき科学技術の課題とし
て挙げられた。オバマ大統領はク
リーンエネルギー戦略を推進し経
済危機を克服するためにグリーン・
ニューディール政策14）を打ち出し、
環境と経済の両方の危機を合わせ
て克服していこうとしている。
　米国の科学技術界は、持続可能
な社会の構築という長期的な課題
に対して、大統領の強いリーダー
シップのもと科学技術者全体の勢
力を傾け一体となって取り組むと
いう姿勢を強く打ち出している。
また、大統領の科学技術政策を強
力にバックアップしているのが、
OSTP の J.Holdren 局長のような科
学技術の専門家であり、科学コミュ
ニティと政策権者との良好な関係
が現在の米国の科学技術の推進力
になっており、これが米国の強み
である。
（補足1）2009 年 5 月 1 日発行のサ
イエンス誌の中で、John P. Holdren
氏はオバマ政権の「5つの挑戦」と「5
つの成功のための基盤」について以
下のように述べている。
　オバマ政権の「5 つの挑戦」とは、
（1）景気回復と成長のための科学技
術の適切な利用法の選択、（2）国民
5  所　感
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の健康の促進、（3）グリーンジョブ
（雇用）や新規ビジネスを生み出し、
同時にエネルギー輸入と気候変動
の危険性を減少させるエネルギー
の技術革新の推進、（4）生物の絶滅
危機、天然資源の確保などを環境
保護の観点からの対処、（5）国土安
全保障の継続的な支援、である。
　科学技術政策のための「5 つの成
功への基盤」とは、（1）基礎研究に関
わる諸機関のキャパシティと研究能
力の増強、（2）基礎教育から大学院
までの科学、技術、工学、および数
学教育（STEM）の内容改善、（3）情
報（通信）保護、コミュニケーション、
交通インフラの改善、（4）宇宙開発
分野における最先端の技術保持、（5）
科学的安全性に関する適切なガイド
ラインのサポートと国際的な研究協
力発展のための海外研究者へのビザ
手続きの効率化、である。
（補足2）2009 年 5 月 7 日、2010 年
度（2009 年 10 月～2010 年 9 月）予算
に関する大統領案が発表された。15）
　2010 年度連邦政府予算における
研究開発投資額は 1476 億ドルで、
対前年度歳出予算法の額に比べ 5
億 5500 万ドル、0.4％増である。
なお、2009 年度歳出予算、および
米国再生・再投資法を合わせた額
は 1654 億ドルとなっている。
○景気回復策として、2009 年度包
括歳出法、米国再生・再投資法
で積極的な研究開発投資を行っ
てきたが、2010 年度予算におい
てもこの姿勢を継続している。
○ 2010 年度予算において 4 つの優
先的な重要研究開発分野を設け
ている。
①繁栄する米国のための科学への
投資
　国立科学財団、エネルギー省科
学室、商務省国立標準技術研究所
の 3 つの基礎研究関係機関の予算
を2016年までに倍増させる。また、
研究者のキャリアの初期段階に対
する支援も増加させる。
②クリーンエネルギーの未来
　グリーン関連の職を生み出し、
気候変更への影響を低減させる新
たなエネルギー経済をもたらす。
そのための研究開発投資として、
先端バッテリー、個体照明、太陽
エネルギー、バイオマス、地熱、
風力などの再生可能エネルギーお
よびエネルギー効率化技術などを
支援する。
③全ての米国民の健康な生活
　保健研究開発は、全ての米国民
の永い寿命と健康な生活を促進さ
せるために重要な知識と技術であ
り、生物医学および保健研究への
投資が健康のアウトカムをもたら
す。健全な生命・生活と疾病予防
の促進に重点を置く。
④安全で安心な米国
　自然および人工への脅威の予
防・防止、その影響の最小化や早
期の回復への期待を与える。対抗
手段開発への投資による、新たな
生物兵器防衛のための医薬品、ワ
クチン、防衛機能の開発を加速化
させる。
○基礎研究を担う下記の 3 主要機
関に予算の重点配分を行う。
〔国立科学財団（NSF）：8.5％増、
70.45 億ドル〕
・大学院生研究フェローシップの
3 倍増の計画（2013 年度までに
3000 人）を実現するための予算
を措置
・ハイテク分野のテクニシャンの
教育の強化とハイリスク研究へ
の重点投資
・気候変動教育プログラムの創設
〔エネルギー省（DOE）科学局：3.5％
増、49.42 億ドル〕
・クリーンエネルギー開発関係予
算への重点投資
・国際熱核融合実験炉（ITER）16）事
業関係は 135 百万ドル
〔商務省標準技術研究所（NIST）：
1.2％増、652 万ドル〕
・研究所の研究能力を高めるため
の施設および設備整備
・次世代マニュファクチャリング技
術プログラム（Technology Inno-
vation Program と Manufactur-
ing Extention Partnership）17）
　そのほか、国立衛生研究所（NIH）
は 1.4％増の 308.38 億ドル、航空宇
宙局（NASA）は 5.1％増の 186.86 億
ドルである。
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